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書評
谷本寛治著 『介苔梃権i力の社：会的制御」
（千倉書房， 1987年9月25日発行）
?
下 公 視
I 
現代の経済体制は個人資本家の直接所有に基づく個人企業から構成されるのではなく，
法人株主によって所有されるいくつかの巨大企業によって支配されている。このような状
況にあって，企業そのものを質点と捉える従来の経済学においては基本的に巨大企業の内
部・外部における行動とその支配関係・構造は議論の対象とはならなかった。一方，企業
の問題を中心に扱う経営学は企業内部における管理の問題に焦点が当てられ，社会的文脈
のなかで企業を捉える視点が希薄であった。
こうした学的状況のなかで，本書は様々な主体と多元的にかかわり，一つの社会システ
ムを形成している企業社会システムの構造分析を情報と制御の観点から試みている。本書
の構成は次の通りである。
第1章問題の所在と視点
第2章企業システムの形成
第3章企業権力の機能と制度化
第4章企業権力と社会的責任論
第5章企業権力と社会的コンフリクト
第6章社会的制御への基本視座
第7章企業権力への対抗関係
ーその事例ー一
第8章企業権力の社会的制御への展望
—結びにかえて 一一
ここではまず本書の議論に沿って著者の主張を概説し，つぎにそれに基づいて評者のコ
メントを加えることにしたい。
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JI 
第1章では，本書で考察される中心課題が提示される。著者は，資本主義社会における
企業を私的・個別的利潤を目的として自己増殖を果たす意思決定主体と捉える。企業は自
己増殖の過程で権力 (power)を獲得し，市場の内外で巨大な影瞥力を有する経済的・政
治的機関となる。本書の課題は，そのような企業システムの権力形成の過程• その制度化
のメカニズム，および企業システムと労働者・市民間の社会的対抗関係を分析し，さらに
具体的事例を踏まえながら労働者・市民による企業の社会的制御の方向を考察することで
ある。
ところで，企業システム，企業社会システムの主要な構造として，著者は情報構造，決
定構造，所有構造および価値構造を挙げる。情報構造には，企業システム内におけるもの
と，企業と他主体間のコミュニケーションの2つの局面がある。情報構造を規定する決定
構造は，意思決定の楠造（自律的• 他律的，集権的・分権的など）と形態（意思決定の調
整方法としての交渉や協諦などの組織形態）にかかわる。さらに決定構造のあり方は基本
的に所有構造によって規定される。けれども，これらの規定の方向は一方的なものではな
く相互的である。価値構造は個々の主体の目標選考のパターンを決める基準となるもので
ある。これら 4つの構造と構造間の関係は企業システム，企業社会システムを分祈してい
くうえで重要なボイントとなる。
つぎに第2章で，企業社会システムの構造分析の枠組みの構築のために，企業システム
が古典的個人企業から現代的巨大企業へ歴史的に変容していく過程で，権力を獲得し企業
社会システムを形成していくメカニズムが描かれる。基本的に，企業システムは自己の制
御下にある企業「内部」の論理を「外部」にまで拡大することで発展してきた。具体的に
は，企業システムは労働・資本を自己のシステムの内部に取り込み，また他企業を取り込
みあるいは他企業と協同化することによって寡占的・独占的支配力を獲得してきた。さら
に行政を取り込み， 自ら株主となることによって現代社会において多様な権力を獲得し
た。そこにおいては，企業権力の企業内部権力と企業外部権力との区別が強調される。前
者は主に生産過程にかかわるが，そこでは企業システムが一方的に情報の取得と生産過程
に対する制御を行う。後者は主に消費過程にかかわり，それは企業の内部の論理の外部へ
の拡大を意味する。
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][ 
第3章では，企業権力の経済的・政治的機能，形態および制度化の問題が情報と制御の
観点から考察され，従来の企業モデルが検討されたあとで，著者自身の企業社会モデルが
提示される。著者は4つの企業モデルを提示する。古典的企業モデル (Aモデル）， 2つ
の現代的企業モデル (B1, B 2モデル）および社会的企業モデル (Cモデル）である。
各モデルの特徴は，著者独自の情報構造，決定構造，および価値構造の銀点から整理され
ている (90ページ，表3・2参照）。
まずAモデルは，主体間における直接的な情報交換はなく，物的産出•投入を計画的に
調整しあっていない。その意味で，各主体は個別的な利害に基づいて自律的に行動してい
る。 Blモデルでは，私的・個別的な経済合理性・効率性を単一の価値基準とする巨大企
業が情報を私的に領有し，労働者・市民との情報交流は一方的である。それゆえ，一方的
に制御される労働者・市民にとって決定構造は他律的で集権的なものになる。つぎに， B
2モデルはBlモデルにみられる企業体制への批判の動きに対応した企業のモデルであ
る。 B2モデルでは，労働者・市民による様々な批判運動に対し，企業は物的・情報的な
便益によって「共有」価値を強調する説得を行い協同的なシステムを造る。すなわち，企
業システムの論理内での協同化（＝他律的管理の枠内での権力の分権化）を進め，擬似的
双方向コミュニケーションの形成によって労働者・市民の参加を容認・促進する。その意
味でこのモデルにおける決定構造は労働者・市民による民主化・協同化の要請を企業のイ
デオロギー内に取り込んだ高次の制御関係であるとされる。
こうした矛盾したB2システムが変革されたシステム・モデルがCモデルである。著者
によれば， Cモデルの基本前提は社会的目標の民主的統合，そのための諸主体の様々な利
害の事前的調整・協同，および基本的情報の共有の3つである。このような前提が整えら
れて，自律的な決定・管理を行う個々の主体間に双方向コミュニケーションが行われ，互
酬的な価値に基づいた協同的な関係が形成される。このCモデルが著者の社会的制御モデ
ルの方向を指し示すことになる。
第4章では，企業活動の弊害に対する社会的圧力の増大にかかわる従来の議論，すなわ
ち企業の社会的責任の議論が検討されるが，これらの議論には共通して3つの基本的問題
がみられるという。第1は，企業の社会的責任の自律的な遂行が強調されていることにか
かわる。つまり，企業行動に関する経営者の自律性の保証のみに焦点が当てられ，労働者
・市民による企業の社会的責任の追求が正当に評価されていない。第2は，社会的責任論
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における責任が結果責任を意味していることである。したがって，社会的責任は社会的圧
力がなければ果たされない性質のものである。そして最後に第3は，従来の社会的責任論
はどのようにして企業が社会的責任を受け入れるべきかという問題には取り組んでいて
も，社会的資任問題がそもそもなぜ生じたのかという問題は扱っていないことである。結
局，社会的責任論は基本的には自由主義企業体制を維持・改良• 発展させていくことにカ
点が置かれ，経営側の視点からのみ展開されている。その結果，問題自体の性格を明確に
できず，逆に曖昧なものにしているという。
? ?
第5章では， 第4章の社会的責任論に共通の問題を克服する視点を得るために， 企業
をとりまく社会的コンフリクトの発生メカニズムが考察される。著者はコルピ (Korpi,
W.,)のコンフリクト・モデルを取り上げる。コルヒ゜は社会的主体間での権力衰源 (power
resources)の差異， 権カバランスにコンフリグト発生のメカニズムを求めるが， このモ
デルが企業と労働者・市民間の社会的コンフリクトの分折にも適用される。すなわち，企
業システムは成長の結果あるいは成長の過程で権力資源（＝有効な情報・知識，他主体の
社会的機能・役割など）を取り込み権力を獲得していく。これに対して，労働者・市民は
権力資源の所有に関しては非対称的であり，同一利害を中心とした結託・組織の形成を権
カ資源として企業システムヘの対抗力を得る。けれども，コルビの権力差異モデルのよう
に権力資源の配分・再配分という視点で権力関係を捉えても問題の抽本的な解決にはなら
ず，企業システムによる権力資源の包摂による権力の獲得というプロセスに対して，権力
の社会的制御によって権力資源の質的• 最的再配分をはかる視点が強調される。
第6章では，前章までの謡論を踏まえて企業の社会的制御への基本視座が提示される。
著者ぱ，企業システムと人間とのかかわりを，企業システム内部における労働生活領域の
レベル，あるいは企業システム外部における消費者・地域住民としての消費生活領域のレ
ベルのいずれか一方のレベルで考えるのではなく，両方の側面から考えることの必要性を
強調する。つまり，人間の間題を「労働力の再生産」という視点からのみ考えるのではな
く，消費生活を含めた「生命の再生産」という視点から捉えることを提唱している。
企業権力に対する労働者・市民の対抗関係，運動方向は次図のように捉えられている。
まず労働者の企業内部権力への対抗関係(a)は， 労働コンフリクト解決への一つの重要な
経路として制度化しているが，企業内部権力への規制は外的・事後的であるなど問題も多
く，内的・事前的な方向での規制の必要が主張される。つぎに，市民による企業内部権力
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企業権力への対抗関係 (170ペー ジ）
労働者・労組
287 
規制の方向(c)は，従来全くみられなかったが1960年代後半から1970年代にアメリカの多く
の企業で検討．導入された公共利益代表取締役 (PID)はその一つの方向と考えられ
る。労働側の企業外部権力の規制の方向(b)も従来みられなかった。労使の賃金交渉におけ
る高賃金妥結は，そのコスト増を価格への転嫁によって消費者に負担させるが，これはこ
の方向での対抗関係がみられなかったことを示す典型的な事例と考えられる。最後に，市
民・市民組織による企業外部権力の規制方向(d)は，消費者・地域住民の代表が直接公的機
関に参加し企業活動を外部からチェックする方向である。
ところで，このような単独の対抗関係・運動方向も重要であるが，著者がより強調する
のは(b)一(d), (a)ー (c)の相互関係・相互協力である。まず(b)-(d)の共同関係は，一部の例外
（スウェーデンにおける消費者行政など）を除いてほとんどみられないが，この方向は労
働者・市民が企業の外部権力に対してその権利を守ることを動機として，公共政策過程に
参加していく制度モデルにみることができる。また， (a)一(c)の方向は現在ぼとんど存在し
ていないが，理論レベルでは自律性を基礎として労働者・市民が協同して生産過程を制御
する体制を主張する飯尾要氏の「産業の社会的制御」の体制が考えられている。
V 
第7章では，企業権力への対抗関係・運動方向の具体的事例として，アメリカにおける
公共利益代表取締役制度とスウェーデンにおける共同決定 (MBL)制度，労働者投資基
金 (WEIF)制度が検討される。 PIDは前図の(c)方向の連動であり， MBL, WEIFは
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同図の(a),(b)方向の運動であると考えられている。
まずアメリカのPID制度は企業をとりまく市民的利害集団が，企業の取締役会に直接
参加することによって企業の意思決定に影響を与えようとするものである。 PIDには基
本的に，組織的・事前的な市民・企業間のコミュニケーション経路の設定，企業行動の社
会的監査という役割が期待されているが，現状においては政治的交渉に直接訴える傾向が
強いことや，企業側主導であることなどによって制度的に定着したものになっていない。
つぎにスウェーデンにおいて1977年に制定された協同決定法 (MBL)は，企業レベル
の労働者・労組の対抗力を強め，経営権を大幅に規制していく法的枠組みを労組に与え
た。 MBLの成立によって，事前的・内的交渉が可能になり，さらに交渉事項も賃金問題
だけでなく組織・人事・技術• 投資計画にまで拡大された。ところで， MBLに基づく参
加形態は団体交渉に基礎を置いている。すなわち， MBLはいわゆる労使協調を目指すの
ではなく労使間の権力関係の漸新的改革を目指したものであり，その意味で団体交渉と経
営参加は同じ次元で捉えられている。けれども， MBLそのものは企業組織内の決定・情
報構造に対する経営側の支配力を規制しようとするものであって，所有権規制の制度では
ない。
企業内部・外部における決定構造・情報構造支配の基盤をなす所有構造を社会的に制御
しようとする WEIF制度は， 1984年に法制化された。 WEIFの特徴は，基金を超企業
的・社会的に集中させ， 消費的資産の形成ではなく生産的資産に対する制御を目指して
いることである。所有構造の社会的制御によって決定構造・情報構造への影孵力の獲得が
期待される。具体的には， WEIFシステムの所有権に基づく企業の取締役会への代表の
派遣や， WEIFによる資金投資により企業へ影響を及ぼすことができる。取締役会への
労働者代表の派遣は，所有関係，情報の両面で同等の立場に立ち共同決定を行う枠組みを
提供してくれる。その意味で， WEIFとMBLは相互補完的なものとして捉えられる。
WEIFは混合経済という枠組みを前提とするために， 改良主義的性格の限界を内包する
などいくつかの問題点を抱えるが，それだけに所有構造の社会化は継続的な過程として捉
える視点の必要性が強調される。
最後に第8章で，著者は所有構造への制御は，情報構造・決定構造の民主化・協同化・
自律化が伴わなければ意味をなさないこと，および利己的価値に支配された現在の価値構
造を利他性・互酬性に基づく価値構造へ変革するためには，双方向コミュニケーション経
路をもって各主体間の目標•利害を事前に調整することが必要となってくること，を強調
している。
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以上，本書の内容を評者なりの銀点から概説してみたが，ここで本書の諧論についての
評者の若干のコメントを加えてみたい。
まず，本書の特徴あるいはメリットとして評者はつぎの6点を挙げたい。第1は，著者
が従来の管理の問題を中心に扱っていた経営学，ないしは企業論の枠を超えて企業を社会
的文脈のなかで捉えようとしている点である。評者の専攻する経済体制論においては，経
済社会の全体構造の観点から企業を捉えるのに対し，著者はいわばその方向を逆転させ企
業から経済社会全体を捉えている。その意味で，本書は現代の経済社会の構造を把握する
ための一つの有力な方法を提示しているといえる。
第2は，企業を自己増殖システムとして捉え，企業の「内部」と「外部」を区別してい
ることである。この区別によって，企業システムの発展・進化の動態的把握が可能となっ
てくる。古典的個人企業形態から，現代の巨大法人企業への変容は従来からしばしば議論
されてきているが，それはかなり静態的な性格の強いもので，企業変化の動態的側面が十
分に解明・説明されているとはいえなかった。その点を著者は，本書でシステム論の概念
を用いることでうまく解決しているように思われる。
第3は，企業システムの権力獲得過程，権力構造を独自の方法で解明していることであ
る。すなわち，企業システムは成長・進化によって権力資源（情報・知識や他主体）を取
り込み権力を獲得していく。これに対して，労働者・市民は非対称的に権力資源を有して
いない。ここに企業一労働者・市民の対抗関係が描き出される。第4は，企業権力を企業
内部権力（生産過程における権力）と企業外部権力（消費過程における権力） とに区分
し，この両権力と労働者・市民との対抗力とを対応させることによって，企業一労働者・
市民の対抗関係を明確にしていることである。この点が，本書における最大の貢献である
と考え取れる。というのは，これによって現実の具体的な企業一労働者・市民の交渉・対
抗運動の位置づけと今後の運動方向の示唆が可能になっているからである。
第5は，第3・4点と深くかかわるが，著者が企業システムと人間のかかわりを「生命
の再生産」という観点から捉え，労働生活領域レベルと消費生活領城レベルとの統合を考
えていることである。このような立場から，著者は企業ー労働者・市民の対抗運動の相互
協力を提唱している。最後に第6は，企業システム，企業社会システムを著者独自の情報
構造，決定構造，所有構造，および価値構造という 4つの構造から捉え，これらの概念枠
を駆使してアメリカとスウェーデンにおける具体的な企業・市民の対抗関係の分析を行っ
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ていることである。この分析によって，両国における具体的な実践の位僅づけとその問題
点の把握が可能となっている。
以上の6つの特徴によって，本書は企業システム，企業社会システムの構造，問題点お
よびその対策を自然と浮かび上がらせている。その意味で，本書は企業論のなかで極めて
ユニークな位置を占めると同時に大きな意義を有するものであるということができる。
けれども，評者にとって疑問点がないわけではない。ここでは，本書の根底にある著者
の基本的な考え方に絞って4点ほど触れてみることにしたい。まず評者にとって最も疑問
に思われるのは，著者が「労働力という特殊な商品は，生産過程で価値＝剰余価値を生む
が，その剰余生産物（利潤という形態）は企業側が一方的に取得する (68ページ）」と述
べている点にかかわる。本書の議論の根底には著者のこうした考え方が横たわっているの
であるが，評者には一面的にすぎるように思われる。というのは，著者のような考え方は
企業が労働を雇用する場合の唯一の考え方ではないからである。つまり，生産物への資格
は労働する者にあるという考え方だけではなく，労働の移転は労働する者の資格を生産物
への資格から賃金への資格に転換し，その生産物への資格は労働を購入する者に帰属する
という考え方も成立するからである。そもそも企業家の機能は，どのように捉えられてい
るのか。評者には，著者の考え方が今日の経済社会に十分に妥当するとは考えられない。
つぎに，本書では一貰して市場システムは，主体間に何ら事前にコミュニケーションの
ないプロセスであるという立場に立ち，双方向コミュニケーションに基づく社会的制御を
強く主張される。評者は，著者の主張されるように何らかの社会的制御が必要であること
には賛同するものの，市場プロセスの情報処理機能に関する著者の評価には疑問が残る。
評者の考えでは，市場システムは社会の中に分散している諸資源・諸主体に関する多様な
生きた情報を絶えず収集し，本質的な情報に圧縮・変換して伝達している。つまり，市場
参加者の相互作用が継続的に情報を創造し，それによって人々の意思が相互調整される動
態的プロセスが市場システムである。最近ハイエクが注目されているのは，彼が市場のこ
の動態的な局面を強調している点にある。 もちろん評者は市場システムを全面的に支持
しているではないわけが，著者の提唱する企業権力の社会的制御のシステムにおいては，
この市場システムの動態的な機能が制限されざるをえないように思われる。この点で，市
場の情報処理機能をどのように著者は考えるのであろうか。かつて，ハンガリーの経済学
者ヤーノシュ・コルナイは市場を自律神経系，計画を中枢神経系にたとえ，人体が両神経
系の慟きによってうまく機能しているように，経済システムにおいても市場と計画の適切
な組み合わせが必要であると指摘したことがあるが，ここでも同様に市場と制御の適切な
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組み合わせの議論が必要になってくるように思われる。
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第3は，社会的制御モデルの前提と考えられる 3つの条件にかかわる。著者は，社会的
目標の民主的統合，そのための利害の事前調整・協同化，情報の共有化の3つをその前提
として挙げている。けれども， 目標の民主的「統合」， 利害の事前「調整・協同化」とい
うことについては大きな疑問をもたざるをえない。そもそも各主体が自律的に意思決定す
るということを前提してそのようなことが可能であるのか。もちろんどのレベルでそれを
考えているかも大きく影饗してくるが，目標の「統合」は目標の「一致への強制」へつな
がるのではないか。だが，この点は結局人間の性質をどういうものと考えるかに依存して
くるのかもしれない。
最後に第4は，著者が企業権力（＝制御能力）をマイナスの価値としてのみ捉えている
ことである。評者は社会システムの基本的な統合要因には3種のもの（脅迫，交換，愛）
があり，現実の社会の相違はそれぞれの要因の組み合わせの違いであると考えているが，
その意味では企業の制御能力は必ずしもマイナス面だけではないように思われるのであ
る。
以上，本書の具体的内容というよりもその議論全体あるいはその前提に対する疑問を述
べてきたが，それらは著者と評者の専攻分野の違いによるものであって本書の意味を左右
する性質のものではない。いずれにせよ本書は著者がこれまで取り組んできた企業権力の
社会的文脈での把握を著者独自の枠組みで試みたもので，現代の経済社会の分析方向の一
つを示した労作といえよう。
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